
民間都市開発の推進に関する特別措置法［民都法］ 
 
１．案内情報 
 ① 手続名     ：事業用地適正化計画の認定 
 ② 手続根拠    ：・民都法第１４条の２第１項 
           ：・民都法第１４条の２第２項 
           ：・民都法第１４条の５（変更の認定） 
 ③ 手続対象者   ：認定申請ができる事業者は、次のとおりです。 
            ・民間都市開発事業を施行しようとする者 
            ・建築物の敷地を整備し、当該敷地を民間都市開発事業を施行

しようとする者に譲渡し、又は賃貸する事業を施行しようと

するもの（民間都市開発事業を施行しようとする者と共同し

て事業用地適正化を作成し、認定の申請をする場合に限りま

す。） 
 ④ 提出時期    ：随時 
 ⑤ 提出方法    ：民都法第１４条の２第５項に掲げる事項を記載した申請書の正

本１部・副本１部を直接又は民間都市開発推進機構等の法人を

経由して下記の窓口にご提出してください。 
⑥ 手数料     ：なし（民間都市開発推進機構等経由の場合はこの限りではあま

せん。） 
⑦ 添付書類・部数 ：付近見取図、事業用地の区域内の土地及び建築物の配置図、民 

  間都市開発事業に係る計画書、同意証書等 
 ⑧ 申請書様式   ：民都法第１４条の２第５項に掲げる事項を規則第７条の別記様

式によって記載した申請書を作成してください。 
 ⑨ 記載要領・記載例：詳しい記載要領及び記載例については、提出先となる窓口にお

問合せください。 
 
２．窓口情報 
 ① 提出先・相談窓口： 
国土交通省 
・ 北海道開発局 事業振興部 都市住宅課    
          ０１１－７０９－２３１１（内線５８７５） 
・ 東北地方整備局 建政部 計画・建設産業課 

０２２－２２５－２１７１（内線６１３１～６１３２） 
・ 関東地方整備局 建政部 計画管理課    

０４８－６０１－３１５１（内線６１３６） 



・ 北陸地方整備局 建政部 計画・建設産業課 
０２５－２６６－１１７１（内線６１３１～６１３２） 

・ 中部地方整備局 建政部 計画管理課 
          ０５２－２１１－６５００（直通） 
・ 近畿地方整備局 建政部 計画管理課 

    ０６－６９４２－１０５６（直通） 
・ 中国地方整備局 建政部 計画・建設産業課 

０８２－２２１－９２３１（内線６１３１） 
・ 四国地方整備局 建政部 計画・建設産業課 

０８７－８５１－８０６１（内線６１３１） 
・ 九州地方整備局 建政部 計画・建設産業課 

０９２－４７１－６３５５（内線６１３１） 
  内閣府 
・ 沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課 

  ０９８－８６６－００３１（内線３１９６） 
② 受付時間：提出先にお問合せください。 

   
３．手続き情報 
① 審査基準  ：民都法第１４条の３ 
② 標準処理期間：認定（変更の認定）２～４週間 
③ 不服申立方法：（行政不服審査法の規定による） 


